教育・保育内容に関する調書
	項番
	該当法令等
	項目
	内容
	具体の取組内容（前年度の実施状況）
	適否

	1
	【就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第10条第３項】

　幼保連携型認定こども園の設置者は、第1項の教育及び保育の内容に関する事項を遵守しなければならない。
	教育及び保育の内容に関する全体的な計画の作成
	教育及び保育の内容に関する全体的な計画の作成（幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説60頁）
　各幼保連携型認定こども園においては，教育基本法（平成18年法律第120号），児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び認定こども園法その他の法令並びに幼保連携型認定こども園教育・保育要領の示すところに従い，教育及び保育を一体的に提供するため，創意工夫を生かし，園児の心身の発達と幼保連携型認定こども園，家庭及び地域の実態に即応した適切な教育及び保育の内容に関する全体的な計画を作成するものとする。
	【どのような観点で全体的な計画を作成しているか。】
	適・否

	2
	
	指導計画の作成
	指導計画作成に当たって配慮すべき事項（幼保連携型認定こども園教育・保育解説242頁）
　幼保連携型認定こども園における教育及び保育は，園児が自ら意欲を持って環境とかかわることによりつくり出される具体的な活動を通して，その目標の達成を図るものである。

　幼保連携型認定こども園においてはこのことを踏まえ，乳幼児期にふさわしい生活が展開され，適切な指導が行われるよう，次の事項に留意して調和のとれた組織的，発展的な指導計画を作成し，園児の活動に沿った柔軟な指導を行わなければならない。
	【どのような観点で指導計画を作成しているか。】
	適・否

	3
	
	小学校教育との円滑な接続
	小学校教育との円滑な接続（幼保連携型認定こども園教育・保育解説282頁）
園児の発達や学びの連続性を確保する観点から，小学校教育への円滑な接続に向けた教育及び保育の内容の工夫を図るとともに，幼保連携型認定こども園の園児と小学校の児童の交流の機会を設けたり，小学校の教師との意見交換や合同の研究の機会を設けたりするなど，連携を通じた質の向上を図ること。
	【小学校の児童・教師との交流、小学校教育へ円滑な接続に向けた教育・保育内容の工夫等の状況】
	適・否

	4
	【認定こども園法施行規則第30条】
幼保連携型認定こども園の指導要録
	幼保連携型認定こども園の指導要録
	【認定こども園法施行規則第30条】
（幼保連携型認定こども園の指導要録）

第30条　園長は、その幼保連携型認定こども園に在籍する園児の指導要録（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行令（以下「令」という。）第８条に規定する園児の学習及び健康の状況を記録した書類の原本をいう。以下この条において同じ。）を作成しなければならない。

２　園長は、園児が進学した場合においては、その作成に係る当該園児の指導要録の抄本又は写しを作成し、これを進学先の校長に送付しなければならない。

３　園長は、園児が転園した場合においては、その作成に係る当該園児の指導要録の写しを作成し、その写し（転園してきた園児については転園により送付を受けた指導要録（学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第31条に規定する児童等の学習及び健康の状況を記録した書類の原本を含む。）の写しを含む。）を転園先の幼稚園の園長、保育所の長又は認定こども園の長に送付しなければならない。

４　指導要録及びその写しのうち入園、卒園等の学籍に関する記録については、その保存期間は、20年間とする。

５ 令第８条の規定により指導要録及びその写しを保存しなければならない期間は、前項に規定する保存期間から当該幼保連携型認定こども園においてこれらの書類を保存していた期間を控除した期間とする。
	【園児の指導要録の作成状況】
【進学先への指導要録の抄本又は写しの送付の状況】

【転園先の幼稚園等の園長等への指導要録の写しの送付の状況】

【指導要録及びその写しのうち入園、卒園等の学籍に関する記録の保存の状況】
	適・否

適・否

適・否

適・否

	5
	【認定こども園法第10条第３項】

　幼保連携型認定こども園の設置者は、第1項の教育及び保育の内容に関する事項を遵守しなければならない。
	
	 地域における子育て家庭の保護者等に対する支援（幼保連携型認定こども園教育・保育解説131頁）
ア　幼保連携型認定こども園において，認定こども園法第２条第12項に規定する子育て支援事業を実施する際には，当該幼保連携型認定こども園が持つ地域性や専門性などを十分に考慮して当該地域において必要と認められるものを適切に実施すること。
イ　市町村の支援を得て，地域の関係機関等との積極的な連携及び協力を図るとともに，子育ての支援に関する地域の人材の積極的な活用を図るよう努めること。また，地域の要保護児童への対応など，地域の子どもを巡る諸課題に対し，要保護児童対策地域協議会など関係機関等と連携及び協力して取り組むよう努めること。
	【子育て支援事業の内容】
（教育・保育環境の整備に関する調書（幼保連携型認定こども園の設置に係る設備及び運営の基準等への対応状況）６　子育て支援事業の内容（1～2）のとおり）

【家庭・地域社会との連携の状況】
	適・否

適・否
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